
「県民協働による事業改善」　点検結果と対応状況

事業番号 B－１　 担当部課名

事業名

１．点検結果集計
（単位：人）

(3)事業規模を
「拡大（増加）」

(4)事業規模を
「縮小（減尐）」

(5)事業規模は
「現状維持」

県政
モニター 1 8 1 2 2

有識者 3 1 1

２．点検シートの内容等と対応状況

・市町村格差をなくすため県が強い指導を行い、
お母さんが安心して働ける環境を目指す。（同趣
旨１）保育者の声が反映されるよう、働く人、子育
てしている人へのアンケート方法など必要ニーズ
の把握の実態を検証（同趣旨２）。市町村ニーズ
に補助という受け身ではなく県が積極的に子育て
支援に関わるべき。使いやすさを追求して欲し
い。（同趣旨１）

・平成27年度の子ども・子育て支援新制度への移行に際し、昨年度全市町村に
おいてニーズ調査を行いました。その結果を踏まえ、現在各市町村では「子ど
も・子育て支援事業計画」を策定中です。県は市町村に対して、今まで実施して
きた事業の枠にとらわれず、住民が必要とする事業に取り組むよう、引き続き働
き掛けていきます。
・国庫補助事業の要件等のため、利用がなかなか進まない病児・病後児保育事
業については、引き続き県単事業を実施し、地域の実情に即した取り組みが進
むよう努めます。

県民文化部　こども・家庭課

保育対策等促進事業

区分
(1)行政が実施する

必要「無し」
(2)国・市町村での
　　実施が望ましい

事業規模、内容・方法を見直す必要「有り」
(6)「現行どおり」
　事業を継続

点検シートの内容等 県としての考え方・対応方針

【投入予算や従事職員数に対して得られる効果
（費用対効果）の向上】
・市町村により利用状況に違いがあるため、市町
村に対して積極的なアピールや説明、情報共有
を。（同趣旨６）
・保育の取組を県としても周知をぜひお願いした
い。

・市町村担当者向けの説明会において、更なる制度の周知を図っていきます。
また、事業を未実施の市町村や実施箇所数の尐ない市町村に対しては、事業
内容を個別に説明し、積極的に事業を実施するよう働き掛けていきます。また、
より効果的なPR方法を検討し周知の徹底に努めます。

・病児・病後児保育に力を入れる。特に市におい
ては、全ての市が受け入れを進めるよう一層の
働き掛けを。また、市町村を越えた圏域での利用
がスムーズに行われるよう運営の指導を。

・現在、病児・病後児保育を未実施の市に対しては、各種会議において、また個
別に直接実施の働き掛けを行っています。また、単独実施が難しい市町村に対
しては、広域での実施が進むよう、県単事業の利用を働き掛けています。今後
も引き続き、市町村に対して補助事業の詳細や既に実施している市の状況をて
いねいに説明したり紹介しながら、全圏域で事業が実施できるよう努めます。

【事業が目指す方向の見直し】
・女性の社会参加のためには必要。待機児童は
全県的にはゼロだが、市町村単位でみる必要も
ある。

・病児病後児対策だけでなく、きめ細かな保育
ニーズに応ずるため、多様な保育施策が全県的
に展開されるよう市町村をリードして欲しい。その
ためのアクションプランを期待する。
・市町村の規模により必要な数は異なるので、市
町村数増だけでなく、実施保育所数増の目標、
働き掛けを。（同趣旨2件）

・待機児童については、現在、県、市町村別、共にゼロとなっていますが、今後
も引き続き調査を行い、状況把握に努めていきます。

・目標は病児・病後児保育を取り上げていますが、他の保育事業についても地
域のニーズに応じてきめ細かく提供されるよう、市町村に積極的に働き掛け、実
施箇所数が増えていくよう努めます。



３．平成27年度当初予算要求での対応

○平成27年度に新たに予定している休日保育（２ヶ所）、延長保育（４ヶ所）及び病児・病後児保育（６ヶ所）に係る事業の必要経費

　を計上します。

（単位：千円）

Ｈ27当初要求額 Ｈ26当初予算額 増減（H27-H26）

事業費（A) 273,426 328,485 △ 55,059

うち一般財源 273,426 164,243 109,183

概算人件費（B) 33,032 33,032 0

概算事業費（A+B) 306,458 361,517 △ 55,059

注）上記の表には、平成２７年度に「地域子ども・子育て支援事業」に移行する予定の延長保育（加算分）事業

　　（29,783千円）及び病児・病後児保育事業（59,004千円）についても含まれています。

《参考》　

（単位：千円）

Ｈ27当初要求額 Ｈ26当初予算額 増減（H27-H26）

事業費（A) 385,038 328,485 56,553

うち一般財源 192,520 164,243 28,277

概算人件費（B) 33,032 33,032 0

概算事業費（A+B) 418,070 361,517 56,553

　　　注）平成２７年４月から「子ども・子育て支援新制度」が始まります。それに伴い、保育対策等促進事業が「地域子ども・

　　　　　子育て支援事業」等の複数の事業へ移行されるとともに、国から市町村へ補助金が直接交付される制度となります。

　　　　　また、大都市特例の廃止により中核市（長野市）分を新たに県で負担することとなります。

【補助要件等】
・事業を充実させるなら、補助金支出条件を見直
す。

・この事業は国の制度であることから、実施主体である市町村の意見を伺いな
がらより利用しやすいものとするよう、国へ働き掛けていきます。

※比較しやすいよう、平成27年度の制度改正を考慮せずに作表

・病児・病後児保育の看護師設置は必須なの
か。病院と連絡する体制があれば実施できるよう
にしてはどうか。

・病児・病後児保育を実施するには、病児の看護を担当する専任の看護師、准
看護師、保健師又は助産師を利用児童おおむね１０人につき１名以上配置する
とともに、保育士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置することとなって
います。安全・安心な病児・病後児保育が行われるよう、今後も遵守していきま
す。

・補助金の申請が３か所になる等、手間がかかる
としか思えない。

・対象施設は市町村への申請のみとなりますので、補助金の申請が３か所にな
るということはありません。

【その他】
・県財政を考慮する。

・県でも専門学校を増やして将来の保育士、看護
師を増やし、働きやすい職場を作って欲しい。

・市町村が必要とする事業について、予算の範囲内で今後も財政的支援を行っ
ていきます。

・養成校新卒者向けの就職説明会を実施するなど、養成校を卒業した保育士が
保育現場に定着するための取組みを進めるとともに、国に対して一層の保育士
の処遇改善を求めていきます。

〔増減内容〕

・事業実施箇所数の増

５６，５５３千円

〔増減内容〕

・国から市町村へ補助金が直接交

付される制度への移行による減

△５５，０５９千円

・新たに加わる長野市分及び事業

実施箇所数の増による一般財源

の増 １０９，１８３千円


